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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 2013年３月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月

売上高 (百万円) 55,875 42,909 40,356 41,149 39,180

営業利益又は営業損失（△） (百万円) 4,108 1,182 2,764 △1,643 2,050

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 3,926 326 3,496 △2,058 1,226

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) 2,075 △2,906 2,666 △8,840 579

持分法を適用した場合の投資

利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 8,739 8,739 8,739 8,739 8,739

発行済株式総数 (千株) 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800

純資産額 (百万円) 44,129 41,129 43,539 33,822 34,497

総資産額 (百万円) 127,448 110,220 102,395 88,905 93,265

１株当たり純資産額 (円) 1,199.21 1,117.69 1,183.18 919.13 937.46

１株当たり配当額
(円)

20 5 20 5 5

（内１株当たり中間配当額） (15) (－) (5) (5) (－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

(円) 56.39 △78.99 72.47 △240.25 15.76

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 34.6 37.3 42.5 38.0 37.0

自己資本利益率 (％) 4.7 △6.8 6.3 △22.9 1.7

株価収益率 (倍) 33.5 － 35.1 － 109.5

配当性向 (％) 35.5 － 27.6 － 31.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,182 11,107 16,809 6,077 △1,905

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △7,112 △2,360 △4,019 △2,129 △1,909

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 723 △11,154 △10,338 △5,283 4,048

現金及び現金同等物の期末残

高
(百万円) 3,421 928 3,467 2,036 2,182

従業員数
(名)

752 739 750 746 766

（外、平均臨時雇用者数） (167) (110) (68) (74) (98)
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（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

３　第16期、第18期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜

在株式がないため、記載しておりません。

４　第17期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

５　従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。

６　第17期及び第19期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため、記載しており

ません。

７　当社には、持分法適用対象会社が存在しないため、持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項

はありません。
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２【沿革】

　当社の前身である住友シチックス株式会社の歴史は、1937年１月電気銑の製造を目的とした「大阪特殊製鉄所」に始

まりました。その後、1952年４月に我が国で初めて金属チタンの工業生産を開始しました。同年11月に商号を「大阪チ

タニウム製造㈱」に変更し名実ともにチタンメーカーとして再出発いたしました。また、チタン製造の塩化工程で副生

される四塩化珪素（高純度シリコンの原料）を有効利用する観点から、高純度シリコンの開発に着手、1960年１月多結

晶シリコンの工業生産に成功し、その後、引続き単結晶シリコンウエーハの半導体事業分野へと順次その業容を拡大い

たしました。1993年１月、チタン及びシリコンを主力とするメーカーとして、商号を「住友シチックス㈱」に変更いた

しました。その後、同社の全額出資により当社が設立され、1997年10月１日に金属チタン・多結晶シリコン・同関連開

発商品の製造販売に関する営業譲渡を受け、現在に至っております。この間、2002年１月１日に住友チタニウム㈱に商

号を変更し同年３月８日に東京証券取引所に株式上場いたしました。尚、住友シチックス㈱は、1998年10月１日に住友

金属工業㈱と合併し、その後2002年２月１日に住友金属工業㈱から旧住友シチックス㈱の事業である単結晶シリコンウ

エーハ事業が三菱住友シリコン㈱（現　㈱ＳＵＭＣＯ）に営業譲渡されております。

　2007年10月１日には、「世界トップのスポンジチタンメーカー」としての更なる発展を期し、現在でも世界に最高級

品質として知名度を有する旧ブランド「大阪チタニウム」の復活と技術立社の意を表す「テクノロジーズ」を合わせ、

商号を「株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ」に変更いたしました。

 

（注）　二重枠線内は当社の実質的な変遷を表示したものであります。
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年月 沿革

1997年５月 　大阪チタニウム製造㈱を母体とする住友シチックス㈱(1998年10月に住友金属工業㈱と合併)

の全額出資により、商号を㈱シチックス尼崎として、当社が設立されました。

1997年10月 　住友シチックス㈱より金属チタン・多結晶シリコン・チタン及びシリコン関連開発商品の製

造・販売に関する営業譲渡を受け、商号を㈱住友シチックス尼崎に変更。同時に操業を開始い

たしました。

1999年４月 　㈱鹿島ビジネスサービス（形式上の存続会社）（本店の所在地：大阪市中央区北浜４丁目５

番33号、資本金：10百万円、１株の額面金額：500円）と合併し、法手続き上は解散いたしま

した。当該合併会社が、実質上の存続会社である当社の事業をそのまま継承し、商号を「㈱住

友シチックス尼崎」に変更いたしました。

2002年１月 　商号を「住友チタニウム㈱」に変更いたしました。

2002年３月 　東京証券取引所市場第二部に株式上場いたしました。

2005年３月 　東京証券取引所市場第一部に株式上場いたしました。

2007年10月 　商号を「㈱大阪チタニウムテクノロジーズ」に変更いたしました。

2009年６月 　岸和田製造所を開設いたしました。
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３【事業の内容】

　当社は、新日鐵住金株式会社と株式会社神戸製鋼所の持分法適用関連会社であります。

　新日鐵住金株式会社（当社への出資23.9％）は製鉄事業を核にエンジニアリング事業、化学事業、新素材事業、シス

テムソリューション事業を営んでおり、株式会社神戸製鋼所（当社への出資23.9％）は、鉄鋼関連事業、電力卸供給事

業、アルミ・銅関連事業、機械関連事業、建設機械関連事業、不動産関連事業、電子材料・その他の事業を営んでおり

ます。両社の当社事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりであります。

 

（チタン事業）

　金属チタン（スポンジチタン、チタンインゴット）を主な製品として製造販売しており、新日鐵住金株式会社及び株

式会社神戸製鋼所へは、製品の販売（ともに商社経由含む）を行っております。

 

（ポリシリコン事業）

　半導体級ポリシリコンを主な製品として製造販売を行っております。

 

（高機能材料事業）

　チタン、シリコンの新用途開発品である高純度チタン、粉末チタン、ＳｉＯ等の高機能材料の製造販売を行っており

ます。

 

　各々のセグメントごとの主要製品は次のとおりであります。

 

セグメント 主要製品

チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、四塩化チタン、四塩化チタン水溶液

ポリシリコン事業 ポリシリコン

高機能材料事業 高純度チタン、ＳｉＯ、ＴＩＬＯＰ（タイロップ）、粉末チタン

 

　当社製品は多くの産業プロセスを経て最終製品となりますが、最終製品までの流れ（事業系統図）は次のとおりであ

ります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(その他の関係会社)       

新日鐵住金㈱　 （注） 東京都千代田区 419,524

製鉄事業、エン
ジニアリング事
業、化学事業、
新素材事業、シ
ステムソリュー
ション事業

－ 23.9
当社の金属チタン等の購入
　（直接及び商社経由）
役員の兼任　1名

(その他の関係会社)       

㈱神戸製鋼所　 （注） 神戸市中央区 250,930

鉄鋼関連事業、
電力卸供給事
業、アルミ・銅
関連事業、機械
関連事業、建設
機械関連事業、
不動産関連事
業、電子材料・
その他の事業
 

0.0 23.9
当社の金属チタン等の購入
　（商社経由）
役員の兼任　1名

（注）　有価証券報告書の提出会社であります。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

（2017年３月31日現在）
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

766(98) 39.6 13.4 5,902,452

 

セグメントの名称 従業員数(名)

チタン事業 321(43)

ポリシリコン事業 120(33)

高機能材料事業 43(－)

全社(共通) 282(22)

合計 766(98)

（注）１　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んだ就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、期間社員を含み、派遣社員を除いております。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５　全社（共通）は、営業及び管理部門の従業員であります。

 

(2）労働組合の状況

　当社の従業員は、大阪チタニウムテクノロジーズ労働組合（組合員数688名）（2017年３月31日現在）に所属して

おります。

　また、同組合は、上部団体である新日鉄住金グループ労働組合総連合会に加盟しております。

　労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善が見られるなど緩やかな回復基調で推移しました

が、海外経済の不確実性の高まりもあり先行き不透明な状況が継続いたしました。

　当社事業につきましては、当事業年度の売上高は３９，１８０百万円（前年同期比４．８％減）と減収となりまし

た。一方、損益につきましては、岸和田製造所の停電に伴う悪化や円高の影響があったものの、コスト改善や前事業

年度のポリシリコンの国内主要顧客向製品の生産トラブルが解消した影響もあり営業利益は２，０５０百万円

（前年同期は１，６４３百万円の損失）と増益となりました。また、営業外費用に外貨建売掛債権の為替差損を計上

したこと等により経常利益は１，２２６百万円（前年同期は２，０５８百万円の損失）、当期純利益は５７９百万円

（前年同期は８，８４０百万円の損失）となりました。

 

事業別の業績は以下のとおりであります。

 

＜チタン事業＞

　チタン事業では、輸出向けは前事業年度に比べ為替レートが円高となった影響はありましたが、航空機用の展伸材

需要が拡大基調で堅調に推移し、また機体用を主体とした拡販取り組みの効果等により売上高が増加いたしました。

しかしながら国内向けにおいて海水淡水化案件の減少に加え、造船用プレート式熱交換器、発電プラント向け等の一

般産業用展伸材需要が減少した影響が大きく、チタン事業の売上高は２５，０３８百万円

（前年同期比１０．３％減）となり、営業利益につきましては２，０３９百万円（同６４．８％増）となりました。

 

＜ポリシリコン事業＞

　ポリシリコン事業では、半導体用ポリシリコンの需給調整が継続していること、また昨年１０月に関西電力の高圧

線鉄塔近くでの火災により岸和田製造所を含む広範囲にわたる突発停電が発生しポリシリコンプラントが停止、早期

復旧に努めたものの生産・出荷が減少したことによりポリシリコン事業の売上高は１１，７５８百万円と当初の予想

を下回りましたが、前事業年度は国内主要顧客向製品の生産トラブルによる出荷減がありましたので前年同期比では

売上高は８．５％増となり、７１５百万円の営業損失（前年同期は３，２９６百万円の損失）となりました。

 

＜高機能材料事業＞

　高機能材料事業では、半導体需要の増加に伴う高純度チタンの需要増はありましたが、液晶パネル用途のＴＩＬ

ＯＰ（タイロップ）の需要の調整により粉末チタンの売上高が減少したため、高機能材料事業の売上高はほぼ前事

業年度並みの２，３８３百万円（前年同期比０．３％減）となり、営業利益につきましては７２６百万円

（同７４．５％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末と比べ１４６百万円

増加し、２,１８２百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益や減価償却費の計上があったものの、売上債権やた

な卸資産の増加等による資金の減少があったため１,９０５百万円の支出となりました(前事業年度は６,０７７百

万円の収入)。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により１,９０９百万円の支出となり

ました(前事業年度は２,１２９百万円の支出)。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加等により４,０４８百万円の収入となりました(前事業年度

は５,２８３百万円の支出)。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

チタン事業 32,451 39.9

ポリシリコン事業 11,820 △3.4

高機能材料事業 2,477 7.8

合計 46,749 22.7

（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注実績

　当事業年度における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

チタン事業 25,506 △2.7 6,609 7.6

ポリシリコン事業 10,891 △30.1 1,706 △33.7

高機能材料事業 2,355 △0.3 560 △4.8

合計 38,753 △12.2 8,876 △4.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当事業年度における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

チタン事業 25,038 △10.3

ポリシリコン事業 11,758 3.7

高機能材料事業 2,383 △0.3

合計 39,180 △5.9

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
第19期 第20期

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

住友商事㈱ 18,212 44.3 17,616 45.0

㈱ＳＵＭＣＯ 6,267 15.2 9,947 25.4

神鋼商事㈱ 5,875 14.3 4,171 10.6

 丸紅㈱ 4,163 10.1 － －

（注） 第20期の丸紅㈱に対する販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合10％未満である

ため記載を省略しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

当社は、2015年５月に2015年度から2017年度までの中期経営計画（2015‐2017）を策定し、その後2015年度にポリシ

リコン事業に係る固定資産の減損損失を計上したことを受け、2016年４月にポリシリコン事業の基本方針、事業戦略及

び同事業の業績目標を修正しました。

 

修正後の計画の概要は以下のとおりであります。

 

Ⅰ　中期経営計画（2015－2017）の基本方針

１．航空機需要の拡大が見込まれるチタン事業を成長の核とし、グローバル市場において市場成長を上回るシェア

　　拡大を目指す

①　顧客との長期的なパートナーシップの強化とボリュームゾーンでの拡販

②　徹底したコスト・品質競争力の維持・強化

 

２．ポリシリコン事業での品質最優先による安定生産と主要顧客との関係強化

 

３. 高機能材料事業の拡大

 

 

Ⅱ　分野別事業戦略

　１．チタン事業

　 （１） 国内外大手顧客との関係強化とニーズ汲み取りによるシェア拡大

・エンジン用・機体用の購入仕様差別化　→ 機体用（ボリュームゾーン）の拡販強化

・競争力強化と上方対応力確保の成果活用

・顧客ニーズへの対応

　　　　　　⇒市場の成長率を上回る拡販を目指す

（２） 競争力強化

① 生産性の更なる向上

・現状実力生産能力年産44,000トン(公称40,000トン)を2017年度に47,000トンまで向上させる

・大型還元炉のみで40,000トン体制の確立

　　　　　　⇒世界Ｎｏ.１の生産能力による上方対応力の確保と世界Ｎｏ.１の生産性を実現

② 徹底したコスト合理化　→ コスト合理化目標 20億円（2014→2017年度）

（３） 生産量40,000トン超えへの対応

① 年産47,000トンまでは休止中の予備還元炉の再稼動により対応

② 年産47,000トン超えへの対応として海外生産拠点を視野にグローバル供給体制を検討

 

２．ポリシリコン事業

（１） 品質管理体制の徹底強化

→ 品質ロスコスト、機会損失の削減

（２） 主要顧客との関係強化

（３） 高品質ポリシリコンの安定生産技術の確立と拡販

 

３．高機能材料事業

　　　 [高純度チタン]　　　　　　 （１）顧客との戦略的パートナーシップによる拡販

（２）高品質ニーズへの積極的対応

　　　 [ＴＩＬＯＰ（タイロップ）]　　 　市場ニーズに合わせたコストミニマム生産技術の確立

　　　 [新規事業]　　　　　　 　　　　　積層造形用チタン粉末事業等への展開
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Ⅲ　業績目標

 ＜2017年度　業績目標＞ (億円)

  チタン 330

  ポリシリコン 140

  高機能材料 30

 売上高 500

  チタン 50

  ポリシリコン 3

  高機能材料 10

 営業利益 63

 経常利益 63

 当期純利益 40

    

 為替レートの前提 110円/$

 

現状、チタンの航空機需要は想定通り増加しており、また上記チタン事業の拡販戦略に基づき当社の輸出販売数量

は市場の成長率以上に増加していますが、供給能力が需要を上回る世界的な需給ギャップが続いている中、通貨安を

追い風とした海外競合他社の安値攻勢等により競争環境は厳しさを増しており、販売価格について厳しい状況が続い

ています。また国内向けについては、海水淡水化案件が途切れ、その他の一般産業用展伸材需要は今後回復が見込ま

れるものの想定より減少しています。半導体用ポリシリコンについては、需給ギャップの解消にはなお時間を要する

見込みであり厳しい価格競争が続いております。

このような事業環境の中、徹底した製造コストの合理化や一段の生産性向上、業務効率化等のコスト改善により競

争力強化に取り組む一方、更なる拡販に努め、収益体質の向上に注力してまいります。
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４【事業等のリスク】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　当社の事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項

は、次のとおりであります。

 

(1）需要変動等によるリスク

（チタン事業）

　当社の輸出向け金属チタン（スポンジチタン、インゴット）の全社売上高に対する割合は、当事業年度で４割弱を

占めておりますが、その主要用途は高品質の航空機用であります。従って、航空機メーカーの受注並びに航空機のメ

ンテナンス需要の変動により、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。

　一方、国内向け金属チタンの全社売上高に対する割合は、当事業年度で３割弱を占めておりますが、その多くは電

力・化学・海水淡水化等プラント物件向けや船舶用のプレート熱交換器向け等の一般産業用として、展伸材メーカー

から海外向けに直接または間接的に輸出されております。従って、世界経済の変動により、当社の経営成績が影響を

受ける可能性があります。

 

（ポリシリコン事業）

　当社は、半導体用ポリシリコンを主体に製造・販売しておりますが、半導体の景況により当社の経営成績が影響を

受ける可能性があります。

 

(2）為替変動によるリスク

　全社売上高に対する輸出売上高の割合は、当事業年度において約５割を占めております。当社の輸出売上高の殆ど

が米ドル建てで、輸入原材料の米ドル建てでの仕入や、電力、ＬＮＧ等の間接的な米ドルでの支払いを含めても、米

ドルの受取超過になる傾向にあり、為替の変動により、当社の経営成績に影響をもたらす可能性があります。

 

(3）電力供給制限及び料金の変動によるリスク

　当社の製造工程においては、大量の電力を消費するため、電力の供給に制限があった場合、また電力会社の発電構

成の見直しや原油価格の変動等により電力料金の大幅改定があった場合、当社の経営成績が影響を受ける可能性があ

ります。

 

(4）原料市場の需給変動及び価格変動によるリスク

　チタン原料の需給バランスが崩れることにより調達量が制約されたり購入価格が大きく変動する場合、当社の経営

成績が影響を受ける可能性があります。

 

(5）自然災害によるリスク

　当社の製品は全て自社工場で生産しておりますが、自然災害の発生により、設備の損傷、生産販売活動の停止等の

事態が発生した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）重大な生産トラブルによるリスク

　当社では、全ての設備の予防保全に努めるとともに設備の安全審査、保安管理体制の強化を図り、その維持及び改

善に万全を期しておりますが、万一重大な生産トラブルが発生した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　また、設備の調整不足や操業条件の不具合による生産トラブルが発生し所定の生産性や製品品質が確保できない場

合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7)財務制限条項への抵触リスク

　当社の借入金のうち、財務制限条項付融資契約について、財務制限条項に抵触した場合、期限の利益を喪失し当社

の財務状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8)繰延税金資産の取崩しによるリスク

　将来の課税所得の予測・仮定に変動が生じた場合、繰延税金資産の取崩しが発生し当社の経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、ポリシリコンの製品販売に関し、一部の顧客との間で長期販売契約を締結しております。

 

６【研究開発活動】

　当社の研究開発活動は、チタン及びポリシリコン分野での業界トップクラスの技術開発力をベースに、製品品質の

向上、生産性の向上、製造コストの低減に取り組んでおります。

　また、高機能材料分野では、チタンやシリコンに関連した新商品の開発にも注力しております。

当事業年度の研究開発費は４６１百万円であります。

セグメントごとの研究開発活動は次のとおりです。

 

　＜チタン事業＞

　電解工程での電力消費量の低減、還元分離工程での生産性向上、製造設備の長寿命化や生産能力の拡大などのため

の研究開発を行っております。

なお、当事業年度のチタン事業の研究開発費は１８２百万円であります。

 

　＜ポリシリコン事業＞

　微量元素のコントロール技術の向上、安定生産と製品品質の維持向上などのための研究開発を行っております。

なお、当事業年度のポリシリコン事業の研究開発費は３４百万円であります。

 

　＜高機能材料事業＞

　高機能材料分野では、高純度チタンの品質改善、歩留まり向上のための研究開発に注力している他、リチウム

二次電池負極材用SiOの性能向上のための研究開発を行っております。

　また、近年注目されている3Dプリンタ用途などを主なターゲットとして、粉末チタンの市場を開拓するための

研究開発にも力を入れております。なお、当事業年度の高機能材料事業の研究開発費は２４４百万円であります。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。

(1）財政状態の分析

（資産）

　当事業年度末の総資産の残高は、９３,２６５百万円と前事業年度末と比べ４,３５９百万円増加いたしました。

　これは、有形固定資産の償却進行による減少があったものの、売掛金及び製品が増加したことが主な要因であり

ます。

（負債）

　当事業年度末の負債の残高は、５８,７６７百万円と前事業年度末と比べ３,６８４百万円増加いたしました。

　これは、借入金が増加したことが主な要因であります。

（純資産）

　当事業年度末の純資産の残高は、３４,４９７百万円と前事業年度末と比べ６７４百万円増加いたしました。

　これは、主に当期純利益により利益剰余金が増加したことが主な要因であります。

 

(2）キャッシュ・フローの分析

　当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動の支出が１,９０５百万円、設備投資を中心とした投

資活動の支出が１,９０９百万円、借入金の増加等による財務活動の収入が４,０４８百万円となり、全体として収入

が支出を上回りましたので、現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末と比べ１４６百万円増加し、２,１８２百

万円となりました。それぞれのキャッシュ・フローの前事業年度からの増減につきましては、「第２　事業の状況

１．業績等の概要(2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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(3）経営成績の分析

　当事業年度の経営成績につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要(1）業績」に記載いたしましたと

おり、売上高は３９,１８０百万円（前事業年度比４.８％減）、営業利益２,０５０百万円（前事業年度は

１,６４３百万円の損失）、経常利益１,２２６百万円（前事業年度は２,０５８百万円の損失）、当期純利益５７９

百万円（前事業年度は８,８４０百万円の損失）と増益となりました。

　売上高の減少要因は、「第２　事業の状況　１．業績等の概要(1）業績」に記載のとおりであります。

　売上原価につきましては、前事業年度の３７,５６５百万円から６,２９７百万円減少し３１,２６７百万円となり

ました。売上原価率は、減価償却費の減少等により１１.５％下降し７９.８％となりました。

　販売費及び一般管理費につきましては、一般管理費の増加を主体に前事業年度の５,２２７百万円から６３４百万

円増加し５,８６１百万円となりました。

　この結果、営業利益につきましては、前事業年度の１,６４３百万円の損失から３,６９３百万円増加し

２,０５０百万円の利益となりました。

　営業外損益につきましては、補助金収入の減少及び為替差損の計上などにより、営業外損益合計で、前事業年度に

対し４０８百万円悪化いたしました。

　特別損益につきましては、前事業年度に対し特別損益合計で、９,３２９百万円改善いたしました。

　この結果、経常利益は前事業年度の２,０５８百万円の損失から３,２８５百万円増加し１,２２６百万円の利益と

なり、当期純利益は前事業年度の８,８４０百万円の損失から９,４２０百万円増加し５７９百万円の利益となりまし

た。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資の総額は、1,７７４百万円であり、セグメントごとの投資額の内訳は下記のとおりでありま

す。

セグメントの名称 投資額（百万円） 投資の主な目的

チタン事業 1,326 維持改善等

ポリシリコン事業 213 維持改善等

高機能材料事業 9 開発等

全社共通 224 インフラ整備等

合計 1,774 －
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２【主要な設備の状況】

（2017年３月31日現在）
 

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円） 従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械及び
装置

土地
<面積千㎡>

その他 合計

本社・
尼崎工場
(兵庫県尼崎市)

チタン事業

チタン (注1)
製造設備
 
チタン
溶解設備

9,552 9,670

 
 

12,023
<117>
[50]

519 31,765
680
(98)

ポリシリコン
事業

ポリシリコン
製造設備

高機能材料
事業

高機能材料
製造設備

岸和田製造所
(大阪府岸和田市)

チタン事業
チタン
溶解設備

2,535 7,802
 

2,800
<69>

7 13,144 86

ポリシリコン
事業

ポリシリコン
製造設備

合計 － － 12,087 17,472 14,823 526 44,910
766
(98)

（注）１　現在休止中の主要な設備として、尼崎工場に設置しております還元炉等があります。

２　帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具、器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。

なお、金額には消費税等を含んでおりません。

３　土地及び建物の一部を賃借しており、賃借料は、137百万円（内訳は下記のとおり）であります。

なお、賃借している土地の面積については、［　］で外書きしております。

 

物件名
セグメント
の名称

所在地
支払賃借料
（百万円）

本社・尼崎工場 (土地) チタン事業 兵庫県尼崎市 33

〃 (建物) 〃 〃 4

〃 (土地) 〃 〃 66

〃 (土地) 高機能材料事業 〃 6

〃 (建物) 〃 〃 5

東京支社 (建物) 全社共通 東京都港区 20

４　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

17/78



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 125,760,000

計 125,760,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2017年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,800,000 36,800,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 36,800,000 36,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2006年10月１日
（注）

18,400,000 36,800,000 － 8,739 － 8,943

（注）　株式分割による増加であります。１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

 

（６）【所有者別状況】

（2017年３月31日現在）
 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 27 34 176 115 22 20,394 20,768 －

所有株式数
(単元)

－ 24,157 5,460 190,331 18,472 304 129,187 367,911 8,900

所有株式数
の割合(％)

－ 6.57 1.48 51.73 5.02 0.08 35.12 100.00 －

（注）　自己株式1,244株は、「個人その他」に12単元、「単元未満株式の状況」に44株含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

  （2017年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 8,800 23.91

株式会社神戸製鋼所
兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通２丁目

２－４
8,800 23.91

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－１１ 864 2.35

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 (信託口5)
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 419 1.14

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 (信託口)
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 342 0.93

BNP PARIBAS SECURITIES

SERVICES

LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON

HHF SICAV

(常任代理人　香港上海銀行　

東京支店　カストディ業務部)

33RUE DE GASPERICH, L-5826

HOWALD-HESPERANGE, LUXEMBOURG

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

335 0.91

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 (信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 315 0.86

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 (信託口1)
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 303 0.82

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 (信託口2)
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 302 0.82

JUNIPER

(常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行)

P. O. BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF

SAUDI ARABIA　　　　　　　　　　　　　

(東京都千代田区丸の内２丁目７－１)

229 0.62

計 － 20,712 56.29

（注）　　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 419千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 342千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 315千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 303千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口2） 302千株
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（2017年３月31日現在）
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,789,900 367,899 －

単元未満株式 普通株式 8,900 － －

発行済株式総数 36,800,000 － －

総株主の議決権 － 367,899 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

 

②【自己株式等】

（2017年３月31日現在）
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社大阪チタニウム
テクノロジーズ

兵庫県尼崎市東浜町１番地 1,200 － 1,200 0.0

計  1,200 － 1,200 0.0

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,244 － 1,244 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2017年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取請求による株式数は含めておりません。

 

 

３【配当政策】

　当社は、将来に亘り企業価値の向上を図るべく経営基盤の強化を進めていくと同時に株主に対する利益還元を経

営の最重要課題と位置付けております。

利益の配分に関しましては、持続的成長のための投資と財務体質の安定・強化に必要な内部留保の充実を図ると

ともに、株主への配当につきましては、安定性に配慮しつつ25%から35%の配当性向を目安に実施する方針としてお

ります。

　当事業年度の期末配当につきましては、１株当たり５円といたしました。当事業年度は、中間配当を実施しな

かったことから、年間配当は５円となります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
(円)

2017年５月15日

取締役会
183 5.00
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 2013年３月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月

最高(円) 3,200 2,500 2,969 3,790 2,022

最低(円) 1,410 1,479 1,741 1,481 1,151

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
2016年
10月

11月 12月
2017年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,520 1,823 1,868 1,862 2,022 1,848

最低(円) 1,390 1,249 1,582 1,584 1,800 1,675

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長 代表取締役 杉　﨑　康　昭 1957年５月17日生

1988年４月 ㈱神戸製鋼所入社

注３ 2,500

2011年４月 同社執行役員、技術開発本部開発企画部

長

2013年４月 同社常務執行役員、技術開発本部長

2014年６月 同社常務取締役、技術開発本部長

2015年４月 同社専務取締役

2016年４月

 

同社取締役専務執行役員、社長付

当社顧問

2016年６月 当社代表取締役社長(現任)

取締役

副社長
代表取締役 三　宅　貴　久 1954年11月30日生

1979年４月 住友金属工業㈱入社

注３ 4,500

2008年４月 同社常務執行役員、総合技術研究所長兼

カスタマーアプリケーションセンタ長

2009年４月 同社常務執行役員、総合技術研究所長

2010年４月 同社常務執行役員、鋼管カンパニー和歌

山製鉄所長

2012年４月 同社専務執行役員、鋼管カンパニー和歌

山製鉄所長

2012年10月 新日鐵住金㈱常務執行役員、和歌山製鐵

所長

2014年４月 同社執行役員、社長付

当社顧問

2014年６月 当社専務取締役

2015年６月 当社取締役、専務執行役員

2016年６月 当社代表取締役副社長(現任)

取締役  髙　村　実　朗 1955年５月24日生

1978年４月 ㈱神戸製鋼所入社

注３ 3,600

2009年４月 同社執行役員、溶接カンパニーバイスプ

レジデント、同経営管理部長

2010年４月 同社執行役員、溶接事業部門副事業部門

長

2011年４月 同社常務執行役員、溶接事業部門副事業

部門長

2013年４月 同社常務執行役員、溶接事業部門長付

当社顧問

2013年６月 当社専務取締役

2014年６月 当社専務取締役、東京支社長

2015年６月 当社取締役、専務執行役員、東京支社長

(現任)

取締役  一　瀬　正　人 1953年５月１日生

1977年４月 住友金属工業㈱入社

注３ 10,700

2002年６月 当社経理部長

2009年６月 当社取締役、支配人

2012年６月 当社常務取締役

2015年６月 当社取締役、専務執行役員(現任)

取締役

注１
 髙　松　　明 1948年12月21日生

1973年４月 日本銀行入行

注３ －

1996年５月 同行福島支店長

1999年９月 同行検査役

2005年６月 ㈱名古屋証券取引所常務執行役員

2008年６月 同社常務取締役執行役員

2008年10月 名古屋大学客員教授

2012年10月 ㈱日本電子記録債権研究所社外監査役

2013年６月 当社社外監査役

ダイビル㈱社外取締役(現任)

2014年６月 当社社外取締役(現任)

2016年６月 ㈱中広社外取締役(現任)

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

23/78



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

注１
 飯　島　奈　絵 1964年４月11日生

1994年４月 弁護士登録、堂島法律事務所入所

注３ －

2001年10月 米国ワシントンD.C.

カークランド＆エリス法律事務所入所

2002年１月 米国ニューヨーク州弁護士登録

2002年９月 堂島法律事務所復帰(現任)

2003年６月 ナビタス㈱社外監査役(現任)

2013年４月 京都大学法科大学院客員教授

2015年６月 当社社外取締役(現任)

監査役 常勤 岡　田　宗　久 1958年４月12日生

1981年４月 住友金属工業㈱入社

注４ 2,900

2005年７月 当社総務部担当部長

2006年７月 当社総務部長

2012年６月 当社総務部長兼人事労政部長

2012年10月 当社人事労政部長

2013年７月 当社支配人兼人事労政部長

2014年８月 当社支配人

2015年６月 当社監査役(現任)

監査役

注２
 安　藤　雅　則 1963年11月９日生

1988年４月 新日本製鐵㈱入社

注４ －

2012年10月 同社機材調達部調達企画室長

2013年４月 大阪製鐵㈱出向、同社総務部部長

2013年６月 同社総務部長兼国際企画部部長

2016年４月 新日鐵住金㈱関係会社部部長(現任)

2016年６月 当社社外監査役(現任)

監査役

注２
 永　良　　哉 1961年７月５日生

1985年４月 ㈱神戸製鋼所入社

注４ －

2008年４月 同社人事労政部担当部長(東京)

2010年４月 同社人事労政部長

2014年４月 同社理事、人事労政部長

2015年４月 同社理事、鉄鋼事業部門企画管理部長

2015年６月 当社社外監査役(現任)

2016年４月 ㈱神戸製鋼所執行役員

鉄鋼事業部門企画管理部長

2017年４月 ㈱神戸製鋼所執行役員(現任)

監査役

注２
 杉　﨑　文　男 1943年５月５日生

1968年４月 日産自動車㈱入社

注５ －

1993年４月 同社部品事業部業務部長

1996年４月 同社参事部長、商品利益管理室長

1998年６月 ㈱ユニシアジェックス取締役

1999年６月 同社常務取締役

2002年６月 同社専務取締役

2003年６月 日産トレーディング㈱常勤監査役

2003年６月 テルモ㈱社外監査役

2003年６月 ジャトコ㈱社外監査役

2005年５月 創建ホームズ㈱社外監査役

2005年６月 日産専用船㈱社外監査役

2008年５月 創建ホームズ㈱代表取締役会長

2009年７月 海老名市役所市長室政策研究員

2014年６月 当社社外監査役(現任)

計 － － － － － － 24,200

（注）１　取締役　髙松明及び飯島奈絵は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　安藤雅則、永良哉及び杉﨑文男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　2017年３月期に係る定時株主総会終結時から2018年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　2015年３月期に係る定時株主総会終結時から2019年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

（監査役安藤雅則は任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任されており、前任者の任期を引き継いで

おります。）

５　2017年３月期に係る定時株主総会終結時から2021年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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（執行役員の状況）

　当社は執行役員制度を導入しております。執行役員は以下の13名です。

役職名 氏　名 担当・委嘱業務

※ 社　　　　　　 長 杉　﨑　康　昭  

※ 副　　 社　　　長 三　宅　貴　久
生産管理部、品質保証部、技術部、設備部、環境防災グループ、チタン
製造部、ポリシリコン製造部、高機能材料部、高機能材料開発グループ
の総括

※ 専 務 執 行 役 員 髙　村　実　朗 原料・資材部、営業部の総括、東京支社長

※ 専 務 執 行 役 員 一　瀬　正　人
企画部、総務部、人事労政部、経理部、システム部、岸和田製造所の総
括

 専 務 執 行 役 員 網　永　洋　一 ポリシリコン製造部の担当

 執　 行　 役　 員 大　橋　善　久 高機能材料部、高機能材料開発グループの担当

 執　 行　 役　 員 辻　　　正　行 営業部長

 執　 行　 役　 員 髙　橋　　　悟 企画部長

 執　 行　 役　 員 平　林　正　俊 原料・資材部の担当

 執　 行　 役　 員 島　本　信　英 経理部長、システム部の担当

 執　 行　 役　 員 脇　　　治　豊 総務部、人事労政部、岸和田製造所の担当

 執　 行　 役　 員 荒　池　忠　男 チタン製造部長

 執　 行　 役　 員 宮　本　俊　彦 技術部、設備部、環境防災グループの担当

（注）　※印の執行役員は、取締役を兼務しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社では、経営の効率化、透明性、健全性の確保により、継続的に企業価値を創造し、顧客や株主、地域社

会、従業員など全てのステークホルダーから信頼され、満足いただける企業の実現に努めております。

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

１）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

①会社の機関の内容及びコンプライアンス体制の整備

　当社は、取締役会を当社事業に精通した取締役と、経営全般に優れた見識あるいは法律家としての専門知識を

備えかつ当社と利害関係のない社外取締役で構成することにより、経営効率の維持・向上と監督機能の強化を図

る一方、社外監査役を含む監査機能の充実により、経営の透明性、健全性の維持・強化を図っております。

　こうした会社としての機関設計のもと、当社事業活動を行っていく上での基本命題とも言うべき企業行動規範

について取締役会にて決議し、本規範の遵守は役員及び使用人の責務であると定めております。

　コンプライアンスの体制については、法令・社会的規範遵守経営の実現並びに当社事業を取り巻くリスクの予

防策及び発生時の迅速かつ適切な意思決定と対応を行うことを目的として、コンプライアンス・リスクマネジメ

ント委員会を設置しております。また、コンプライアンス上、当社の信用に重大な影響を与えるおそれがある事

項について、社員（取締役、監査役、執行役員を含む）から建設的な提言や具申等を受け入れるコンプライアン

ス相談・通報窓口を、社内及び社外に設置しております。

　なお、取締役、監査役、執行役員その他使用人が企業活動を行う上で守るべき基本事項を簡潔に記載したコン

プライアンス・マニュアルも制定しております。

　このような体制のもと、当社としては、コンプライアンスの励行に日々努めております。

　上記を含む業務執行の体制、経営の監視、内部統制及びリスク管理体制の仕組みは次のとおりであります。
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②　内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

　内部監査は独立した組織である監査部を設置しております。

　監査役監査については、社外監査役３名を含む４名で監査役会を構成し、各監査役が職務を執行しておりま

す。

　会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、公正不偏の立場をもって通常の監査に加え、重要な会計的

課題についても適宜助言を受けております。

　なお、業務を執行した公認会計士並びに監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士

役職 氏名 法人名

業務執行社員 増村　　正之 有限責任監査法人トーマツ

業務執行社員 岡本　　健一郎 有限責任監査法人トーマツ

（注）　継続監査年数については、いずれも７年以内のため記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 11名　その他 12名

　内部監査、監査役監査及び会計監査の連携につきましては、監査役は、会計監査人と定期的に会合をもち、

監査体制、監査計画及び監査実施状況等について意見交換を行うなど緊密な連携を保っております。また、必

要に応じて会計監査人の往査に立ち会うほか、監査の実施経過について適宜報告を受けております。加えて監

査役は、内部監査部門等から定期的に監査方針・計画を聴取するとともに、適宜コンプライアンスやリスク管

理等の内部統制システムの実施状況の報告を受けるなど緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

27/78



２）　社外取締役

①　社外取締役の員数

社外取締役　２名

 

②　社外取締役と当社との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係

 

氏　名 当社外での役職 当社との関係

髙　松　　　明
ダイビル株式会社社外取締役
株式会社中広社外取締役

－

飯　島　奈　絵
弁護士
ナビタス株式会社社外監査役

－

 

③　社外取締役が、当社の企業統治において果たす機能及び役割

　社外取締役は、社外の公正・中立かつ適切な意見を取締役会に提言できる立場にある者として、経営効率の維

持・向上と監督機能の強化を担っております。

 

④　社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容

　当社では、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準を踏まえ、独立社外監査役の独立性判断基準を定めて

おります。

 

⑤　社外取締役の選任状況に関する提出会社の考え方

氏　名 選任の理由

髙　松　　　明

金融機関の経営者等として培われた高い見識と幅広い経験を有していることに
加え、企業統治にも造詣が深く、その知識や経験等を業務執行に対する監督等
に活かしており、独立社外取締役として適切な役割を果たしていると判断し、
選任しております。

飯　島　奈　絵

法律家としての専門知識及び幅広い見識を有し、法務リスクやコンプライアン
スの観点から、その知識や経験等を業務執行に対する監督等に活かしており、
独立社外取締役として適切な役割を果たしていると判断し、選任しておりま
す。

 

⑥　社外取締役による監督と内部監査及び会計監査との相互連携ならびに内部統制部門との関係

　社外取締役と監査役会との情報交換の他、取締役会の開催に際し、当該社外取締役に対して資料の事前説明を

行なう等の連携をとっております。
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３）社外監査役

①　社外監査役の員数

社外監査役　３名

 

②　各社外監査役と当社との人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係

 

氏　名 当社外での役職 当社との関係

安　藤　雅　則
新日鐵住金株式会社
関係会社部部長

その他の関係会社
金属チタン等の主要ユーザー（注１）

永　良　　　哉
株式会社神戸製鋼所
執行役員

その他の関係会社
金属チタン等の主要ユーザー（注２）

杉　﨑　文　男 － －

（注）１　当社の当期における新日鐵住金株式会社への売上高は734百万円であります。

２　商社を経由して販売しており、当社と株式会社神戸製鋼所との間に直接の取引関係はありません。

 

③　社外監査役が、当社の企業統治において果たす機能及び役割

　社外監査役は、取締役会への出席や監査役会での常勤監査役との協議等を通じて、独立的、中立的な立場から

取締役の業務執行状況の監査を行っております。

 

④　社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容

　当社では、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準を踏まえ、独立社外取締役の独立性判断基準を定めて

おります。

 

⑤　社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

氏　名 選任の理由

安　藤　雅　則
総務・資機材調達部門をはじめとする豊富な経験と幅広い見識を当社の監査業
務に反映し、その職務を適切に遂行することができると判断し、選任しており
ます。

永　良　　　哉
当社事業に精通しているため社外監査役としての職務を適切に遂行することが
できるものと判断し、選任しております。

杉　﨑　文　男

事業会社の取締役及び監査役を長年に亘り務めたことにより培われた高い見識
と幅広い経験を当社の監査業務に適正に反映し、当社監査体制の強化に資する
等、独立社外監査役として適切な役割を果たしているため、選任しておりま
す。

 

⑥　社外監査役による監査と内部監査及び会計監査との相互連携ならびに内部統制部門との関係

　社外監査役は監査役会で内部監査部門の内部監査及び内部統制評価の結果について常勤監査役より報告を受け

ており、会計監査人からの監査計画の報告や監査報告等の定期的な会合で、情報交換を行うことで連携を強化し

ております。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

29/78



４）社外取締役および社外監査役の責任限定契約に関する事項

　当社は、2006年６月23日開催の第９期定時株主総会において定款を変更し、社外取締役および社外監査役の責任

限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき当社は、社外取締役および社外監査役全員と当社の社

外取締役および社外監査役としての職務を怠りこれにより損害が生じた場合でも、その職務を行うにつき善意であ

りかつ重大な過失がないときには、会社法第425条第１項各号所定の合計額を限度として損害賠償責任を負うもの

とする内容の契約を締結しております。

 

５）リスク管理体制の整備状況

　当社は、各部において事業活動に係るリスクを抽出・把握し、それらリスクを極小化する努力を常日頃から行う

とともに、経営に重大な影響を及ぼす可能性のある全社的なリスクについては、コンプライアンス・リスクマネジ

メント委員会にて対応状況等について確認しております。また万一リスクが発生した場合に備え、緊急時の対策に

関する体制を整備しております。

 

６）取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

 

７）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において行い、この選任決議には、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めておりま

す。また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨定款に定めております。

 

８）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議について、株主総会において行い、この決議には、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な

運営を行うことを目的とするものであります。

 

９）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、取締役会の決議（株主総会決議によっては行わない）により、法令が定めるところにより、剰余金の配

当等を行うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な配当政策及び資本政策を可能とすることを目

的とするものであります。

 

10）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待されている役割を十分に発揮できるようにするため、会社

法第426条第１項の規定により、職務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、取締役会の決議をもって法令が定める範囲内で免除することができる

旨定款で定めております。
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11）役員報酬等

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

①　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く。)
138 138 － － － 6

監査役

(社外監査役を除く。)
17 17 － － － 1

社外役員 17 17 － － － 3

 

②　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

③　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　取締役の報酬は毎期の業績動向や配当動向等を総合的に勘案して決定しております。

 

12）株式の保有状況

①　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　 　 　 　 1銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　 　　　 170百万円

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

大同特殊鋼株式会社 321,000 125 取引先との関係強化目的

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

大同特殊鋼株式会社 321,000 170 取引先との関係強化目的
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

29 － 32 －

(注)上記以外に、当事業年度において、前事業年度監査にかかる追加報酬８百万円を支払っております。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社は会計監査人に対する監査報酬を決定するにあたり、会計監査人より提示される監査計画の内容をもとに、

監査日数等の妥当性を勘案、協議し、会社法第399条第１項の定めのとおり、監査役会の同意を得た上で決定する

こととしております。
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第５【経理の状況】
１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号）に基づいて作

成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、

(1）会計基準等の内容を適切に把握し、又はその変更等についての意見発信及び普及・コミュニケーションを行う組

織・団体への加入、会計基準設定主体等の行う研修へ参加できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機

構へ加入し、財務諸表等の適正性を確保しております。

(2）指定国際会計基準による適正な財務諸表等を作成するための情報の収集等を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,036 2,182

売掛金 ※１ 10,701 ※１,※４ 15,458

商品及び製品 11,118 15,168

仕掛品 4,059 4,219

原材料及び貯蔵品 7,324 5,590

前渡金 3 6

前払費用 96 95

繰延税金資産 884 546

未収入金 32 8

その他 12 49

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 36,266 43,321

固定資産   

有形固定資産   

建物 20,981 20,591

減価償却累計額 △8,564 △8,940

建物（純額） 12,416 11,650

構築物 1,692 1,744

減価償却累計額 △1,221 △1,307

構築物（純額） 471 437

機械及び装置 93,123 93,187

減価償却累計額 △73,903 △75,714

機械及び装置（純額） ※３ 19,220 ※３ 17,472

車両運搬具 36 37

減価償却累計額 △32 △34

車両運搬具（純額） 4 3

工具、器具及び備品 1,207 1,210

減価償却累計額 △1,090 △1,088

工具、器具及び備品（純額） 117 122

土地 14,823 14,823

建設仮勘定 624 400

有形固定資産合計 47,678 44,910

無形固定資産   

ソフトウエア 452 304

電気供給施設利用権 257 230

水道施設利用権 13 12

電話加入権 2 2

ソフトウエア仮勘定 1 21

無形固定資産合計 727 570
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  （単位：百万円）

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 125 170

関係会社株式 61 63

長期前払費用 2 168

前払年金費用 909 954

繰延税金資産 3,025 3,010

その他 109 94

投資その他の資産合計 4,233 4,462

固定資産合計 52,639 49,943

資産合計 88,905 93,265
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  （単位：百万円）

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 413 348

買掛金 4,363 3,882

短期借入金 ※６ 23,790 ※６ 18,200

リース債務 0 －

未払金 135 ※５ 1,778

未払費用 659 552

未払法人税等 51 64

未払消費税等 129 362

預り金 45 46

設備関係支払手形 61 65

設備関係未払金 466 193

賞与引当金 363 367

事業再構築引当金 360 －

その他 － 49

流動負債合計 30,841 25,911

固定負債   

長期借入金 ※６ 21,000 ※６ 29,000

資産除去債務 1,327 1,356

退職給付引当金 1,768 1,825

その他 145 674

固定負債合計 24,241 32,856

負債合計 55,083 58,767

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,739 8,739

資本剰余金   

資本準備金 8,943 8,943

資本剰余金合計 8,943 8,943

利益剰余金   

利益準備金 38 38

その他利益剰余金 16,148 16,728

固定資産圧縮積立金 647 584

繰越利益剰余金 15,501 16,143

利益剰余金合計 16,187 16,766

自己株式 △9 △9

株主資本合計 33,859 34,439

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 63 96

繰延ヘッジ損益 △100 △38

評価・換算差額等合計 △37 57

純資産合計 33,822 34,497

負債純資産合計 88,905 93,265
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 第19期

(自　2015年４月１日
　至　2016年３月31日)

 第20期
(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

売上高 ※１ 41,149 ※１ 39,180

製品売上原価   

製品期首たな卸高 12,173 11,118

当期製品製造原価 36,530 35,373

当期製品仕入高 43 13

合計 48,746 46,506

製品他勘定振替高 ※２ 62 ※２ 70

製品期末たな卸高 11,118 15,168

売上原価合計 ※６ 37,565 ※６ 31,267

売上総利益 3,584 7,912

販売費及び一般管理費   

荷造費 735 929

販売手数料 64 106

役員報酬 223 174

給料及び手当 1,092 1,158

賞与引当金繰入額 75 71

退職給付費用 90 126

福利厚生費 377 407

租税公課 122 117

減価償却費 567 478

研究開発費 ※３ 495 ※３ 461

その他 1,383 1,829

販売費及び一般管理費合計 5,227 5,861

営業利益又は営業損失（△） △1,643 2,050

営業外収益   

受取利息 5 3

受取配当金 5 2

不用品売却益 106 151

受取賃貸料 40 50

受取保険金 － 159

補助金収入 92 42

その他 45 6

営業外収益合計 295 414

営業外費用   

支払利息 212 207

休止固定資産減価償却費 6 1

シンジケートローン手数料 2 68

為替差損 466 621

契約精算金 － 127

その他 22 213

営業外費用合計 710 1,239

経常利益又は経常損失（△） △2,058 1,226

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 137 ※４ 321

減損損失 ※５ 9,510 －

ゴルフ会員権評価損 4 2

特別損失合計 9,652 323

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △11,711 903

法人税、住民税及び事業税 65 13

法人税等調整額 △2,935 310

法人税等合計 △2,870 323

当期純利益又は当期純損失（△） △8,840 579
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【製造原価明細書】

  
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  10,542 29.6 11,957 33.5

Ⅱ　労務費 ※1 4,785 13.5 5,081 14.3

Ⅲ　経費 ※2 20,244 56.9 18,637 52.2

当期総製造費用  35,572 100.0 35,677 100.0

期首仕掛品たな卸高  5,251  4,059  

他勘定受入高 ※3 29  14  

合計  40,853  39,751  

他勘定振替高 ※4 262  157  

期末仕掛品たな卸高  4,059  4,219  

当期製品製造原価  36,530  35,373  

      

 

（注）

第19期
（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

原価計算の方法 原価計算の方法

　当社は、品種別工程別標準原価計算を実施し原価差額に

ついては、期末に調整を行っております。

　同左

※１　製造原価に算入した引当金繰入額は、次のとおりで

あります。

※１　製造原価に算入した引当金繰入額は、次のとおりで

あります。
 

賞与引当金繰入額 288百万円

退職給付費用 251百万円
 

 
賞与引当金繰入額 295百万円

退職給付費用 251百万円
 

※２　経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※２　経費の主な内訳は、次のとおりであります。
 

外注加工費 1,281百万円

電力料 8,722百万円

減価償却費 4,923百万円
 

 
外注加工費 1,519百万円

電力料 8,674百万円

減価償却費 3,826百万円
 

※３　他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 ※３　他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。
 

その他 29百万円

計 29百万円
 

 
その他 14百万円

計 14百万円
 

※４　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※４　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。
 

研究開発費 36百万円

その他 226百万円

計 262百万円
 

 
研究開発費 31百万円

その他 126百万円

計 157百万円
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③【株主資本等変動計算書】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 8,739 8,943 8,943 38 702 25,023 25,763

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の

積立
    15 △15 －

固定資産圧縮積立金の

取崩
    △70 70 －

剰余金の配当      △735 △735

当期純損失（△）      △8,840 △8,840

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － － － △54 △9,521 △9,576

当期末残高 8,739 8,943 8,943 38 647 15,501 16,187

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △9 43,436 152 △49 102 43,539

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の

積立
 －    －

固定資産圧縮積立金の

取崩
 －    －

剰余金の配当  △735    △735

当期純損失（△）  △8,840    △8,840

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △88 △51 △140 △140

当期変動額合計 － △9,576 △88 △51 △140 △9,716

当期末残高 △9 33,859 63 △100 △37 33,822
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第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 8,739 8,943 8,943 38 647 15,501 16,187

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の

積立
       

固定資産圧縮積立金の

取崩
    △62 62 －

剰余金の配当        

当期純利益      579 579

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － － － △62 642 579

当期末残高 8,739 8,943 8,943 38 584 16,143 16,766

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △9 33,859 63 △100 △37 33,822

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の

積立
      

固定資産圧縮積立金の

取崩
 －    －

剰余金の配当       

当期純利益  579    579

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  32 61 94 94

当期変動額合計 － 579 32 61 94 674

当期末残高 △9 34,439 96 △38 57 34,497
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 第19期

(自　2015年４月１日
　至　2016年３月31日)

 第20期
(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △11,711 903

減価償却費 5,536 4,333

賞与引当金の増減額（△は減少） △29 3

事業再構築引当金の増減額（△は減少） △265 △360

退職給付引当金の増減額（△は減少） 98 56

前払年金費用の増減額（△は増加） △35 △44

受取利息及び受取配当金 △10 △5

支払利息 212 207

為替差損益（△は益） 95 87

固定資産除却損 137 321

事業再構築費用 242 452

減損損失 9,510 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,406 △4,756

たな卸資産の増減額（△は増加） 435 △2,474

その他の流動資産の増減額（△は増加） 48 △177

仕入債務の増減額（△は減少） 1,203 △545

その他の流動負債の増減額（△は減少） 516 △67

未払消費税等の増減額（△は減少） △455 232

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 623

その他 99 84

小計 7,037 △1,125

利息及び配当金の受取額 10 5

利息の支払額 △207 △212

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △488 △29

固定資産撤去による支出 △32 △90

事業再構築費用の支払額 △242 △452

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,077 △1,905

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,131 △1,844

その他 1 △64

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,129 △1,909

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 5,000 1,200

長期借入れによる収入 8,500 20,000

長期借入金の返済による支出 △18,040 △18,790

リース債務の返済による支出 △1 △0

配当金の支払額 △741 △1

未払金の増減額（△は減少） － 1,640

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,283 4,048

現金及び現金同等物に係る換算差額 △95 △87

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,431 146

現金及び現金同等物の期首残高 3,467 2,036

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,036 ※ 2,182
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

①　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

②　時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

２　デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法

　時価法を採用しております。

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

 

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、チタン製造設備（機械及び装置）、ポリシリコン製造設備（機械及び装置等）及び1998年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物（建物附属設備を含む） ３～50年

機械及び装置 ５～14年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用目的のソフトウェアの見込利用可能期間は５年であります。

 

(3）リース資産

①　所有権移転ファイナンス・リース

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

②　所有権移転外ファイナンス・リース

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(4）長期前払費用

　定額法を採用しております。

 

５　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与にあてるため、支給予定額のうち当事業年度負担額を見積計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は発生時の翌事業年度から、また、過去勤務費用は発生事業年度から従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（17年）による定額法により費用処理しております。
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６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。また、一体処理（振当処

理、特例処理）の要件を満たしている金利通貨スワップについては一体処理（振当処理、特例処理）によっておりま

す。

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 為替予約、金利スワップ、金利通貨スワップ

ヘッジ対象 外貨建取引、支払利息、外貨建借入金

 

(3）ヘッジ方針

　為替相場の変動によるリスクをヘッジするために為替予約取引を実施しております。実施にあたっては実需に基づ

く取引に限定し売買差益の獲得等を目的とする投機的取引は行わない方針であります。また、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ取引、金利変動リスク及び為替変動リスクを回避する目的で金利通貨スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

 

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　借入金の支払利息にかかわる金利変動額と金利スワップ取引の金利変動額との累計を半期毎に比較し有効性の評価

をしております。ただし、振当処理によっている為替予約及び一体処理（振当処理、特例処理）によっている金利通

貨スワップについては有効性の評価を省略しております。

 

７　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　税抜方式を採用しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）を当事業年度

から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に関する項目

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

売掛金 289百万円 352百万円

 

２　偶発債務

（１）従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

 212百万円 186百万円

 

（２）原料の購入予約契約

　貸借対照表に計上している原材料以外で、当社に所有権の移転していない購入予約品は以下のとおりで

す。なお、購入予約契約の終了時に未購入残高がある場合、契約先から第三者への転売状況によっては、当

社に損失が発生する可能性があります。

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

 －百万円 421百万円

 

 

※３　休止固定資産

有形固定資産に含まれる休止固定資産の簿価

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

機械及び装置 ５百万円 ４百万円

 

※４　売上債権の流動化

当社は、売上債権の流動化を行っており、当期末の残高は以下のとおりであります。

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

売上債権譲渡残高 －百万円 2,459百万円

 

※５　債務引受契約

未払金残高のうち債務引受契約により支払期日を延長している未払金残高であります。

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

未払金 －百万円 1,640百万円
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※６　財務制限条項

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　当社は、投資資金の調達を行うため、財務制限条項付融資契約（シンジケートローン）を締結しており、その内

容は下記のとおりであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失い、直

ちに借入金の金額並びに利息及び精算金等を支払う義務を負うことになっております。

 

㈱三井住友銀行及び三井住友信託銀行㈱を幹事とする2013年12月30日付シンジケートローン契約

（財務制限条項）

(1）各事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を331億円以上、又は直近

の事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額の75％以上の金額のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。

(2）各事業年度の末日の報告書等におけるキャッシュ・フロー計算書に記載される営業活動によるキャッシュ・

フローの金額を２期連続して赤字としないこと。

 

㈱三井住友銀行を幹事とする2014年７月31日付シンジケートローン契約

（財務制限条項）

(1）各事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を309億円以上、又は直近

の事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額の75％以上の金額のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。

(2）各事業年度の末日の報告書等におけるキャッシュ・フロー計算書に記載される営業活動によるキャッシュ・

フローの金額を２期連続して赤字としないこと。

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　当社は、投資資金の調達を行うため、財務制限条項付融資契約（シンジケートローン）を締結しており、その内

容は下記のとおりであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失い、直

ちに借入金の金額並びに利息及び精算金等を支払う義務を負うことになっております。

 

㈱三井住友銀行及び三井住友信託銀行㈱を幹事とする2013年12月30日付シンジケートローン契約

（財務制限条項）

(1）各事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を331億円以上、又は直近

の事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額の75％以上の金額のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。

(2）各事業年度の末日の報告書等におけるキャッシュ・フロー計算書に記載される営業活動によるキャッシュ・

フローの金額を２期連続して赤字としないこと。

 

㈱三井住友銀行を幹事とする2014年７月31日付シンジケートローン契約

（財務制限条項）

(1）各事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を309億円以上、又は直近

の事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額の75％以上の金額のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。

(2）各事業年度の末日の報告書等におけるキャッシュ・フロー計算書に記載される営業活動によるキャッシュ・

フローの金額を２期連続して赤字としないこと。

 

㈱三井住友銀行及び三井住友信託銀行㈱を幹事とする2016年12月28日付シンジケートローン契約

（財務制限条項）

(1）各事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を254億円以上、又は直近

の事業年度の末日の報告書等における貸借対照表に記載される純資産の部の金額の75％以上の金額のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること。

(2）各事業年度の末日の報告書等におけるキャッシュ・フロー計算書に記載される営業活動によるキャッシュ・

フローの金額を２期連続して赤字としないこと。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

関係会社への売上高 717百万円 734百万円

 

※２　他勘定振替高

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

貯蔵品へ振替 29百万円 12百万円

一般管理費へ振替 33百万円 57百万円

計 62百万円 70百万円

 

※３　研究開発費の総額

 
　第19期

（自　2015年４月１日
　　至　2016年３月31日）

　第20期
（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

一般管理費に含まれている研究開発費 495百万円 461百万円

 

※４　固定資産除却損

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

撤去費 61百万円 46百万円

建物 22百万円 226百万円

機械及び装置 49百万円 44百万円

建設仮勘定 －百万円 1百万円

その他 4百万円 1百万円

計 137百万円 321百万円
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※５　減損損失

　　第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

(1）減損損失を計上した資産グループの概要

用途 場所 種類

ポリシリコン事業 兵庫県尼崎市、大阪府岸和田市 建物、土地、機械装置、その他

 

(2）減損損失の計上に至った経緯

　当社の資産グループは、事業用資産については事業の種類等を総合的に勘案して、グルーピングを行っており

ます。

　ポリシリコン製造設備について、市場環境の悪化と生産トラブルを踏まえた今後の販売見込量の見直しに伴い

固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。

 

(3）減損損失の金額

種類 金額

土地 1,205百万円

建物 1,100百万円

構築物 163百万円

機械及び装置 6,835百万円

工具器具、備品 6百万円

電気供給施設利用権 195百万円

その他 2百万円

計 9,510百万円

 

(4）回収可能価額の算定方法

　事業用資産については、回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシュフローを2.73％で割り

引いて算定しております。

 

　　第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　該当事項はありません。

 

※６　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 
　第19期

（自　2015年４月１日
　　至　2016年３月31日）

　第20期
（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

売上原価 418百万円 △298百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36,800,000 － － 36,800,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,244 － － 1,244

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2015年５月15日
取締役会

普通株式 551 15.00 2015年３月31日 2015年６月１日

2015年10月29日
取締役会

普通株式 183 5.00 2015年９月30日 2015年12月１日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　該当事項はありません。
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第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36,800,000 － － 36,800,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,244 － － 1,244

 

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2017年５月15日
取締役会

普通株式  利益剰余金 183 5.00 2017年３月31日 2017年６月５日

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

現金及び預金勘定 2,036百万円 2,182百万円

現金及び現金同等物 2,036百万円 2,182百万円

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

49/78



（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

該当事項はありません。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

 
第19期

(2016年３月31日)
第20期

(2017年３月31日)

１年内 89百万円 88百万円

１年超 1,496百万円 1,407百万円

合計 1,585百万円 1,496百万円

（注）　未経過リース料には、資産除去債務の設定対象となっている賃借地の見積使用期間に係る賃借料相当額

を含んでおります。

なお、資産除去債務の設定対象となっている賃借地については、法的には解約可能でありますが、事業

活動に必須の資産であり、実質的に解約する見込みがないため、解約不能のリース取引に準ずるリース

取引として上記未経過リース料に含めております。
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しておりま

す。

　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスクの低減を図っております。また、

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスク

に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。また、一部の長期借入金の為替変動リ

スク及び金利変動リスクに対して金利通貨スワップ取引を実施して元本及び支払利息の固定化を実施しております。

　なお、デリバティブ取引は外貨建売掛金の為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引、一部の

長期借入金の支払利息の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、外貨建の借入金に係る為替の変

動リスクに対するヘッジ及び支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利通貨スワップ取引であり内部管

理規定に従い、実需の範囲で行うこととし投機的な取引は行わないこととしております。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　2016年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

（単位：百万円）
 

項目 貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額

①現金及び預金 2,036 2,036 －

②売掛金 10,701 10,701 －

③投資有価証券

及び関係会社株式    

その他有価証券 125 125 －

関係会社株式 61 61 －

④買掛金 (4,363) (4,363) －

⑤短期借入金 (5,000) (5,000) －

⑥設備関係未払金 (466) (466) －

⑦長期借入金 (39,790) (39,793) △3

⑧デリバティブ取引 (145) (145) －

（※）　負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

①　現金及び預金

　時価は、帳簿価額と近似していることから帳簿価額としております。

②　売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③　投資有価証券及び関係会社株式

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

④　買掛金、⑤　短期借入金、⑥　設備関係未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑦　長期借入金

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

⑧　デリバティブ取引

　「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 2,036 － － －

売掛金 10,701 － － －

合　計 12,737 － － －

 

（注３）長期借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

短期借入金 5,000 － － － －

長期借入金 18,790 12,000 9,000 － －

合　計 23,790 12,000 9,000 － －

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　2017年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

（単位：百万円）
 

項目 貸借対照表計上額(※１) 時価(※１) 差額

①現金及び預金 2,182 2,182 －

②売掛金 15,458 15,458 －

③投資有価証券

及び関係会社株式    

その他有価証券 170 170 －

関係会社株式 63 63 －

④買掛金 (3,882) (3,882) －

⑤短期借入金 (6,200) (6,200) －

⑥未払金 (1,778) (1,778) －

⑦設備関係未払金 (193) (193) －

⑧長期借入金 (41,000) (40,957) 42

⑨デリバティブ取引(※２) (55) (55) －

（※１）　負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（※２）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

①　現金及び預金

　時価は、帳簿価額と近似していることから帳簿価額としております。

②　売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③　投資有価証券及び関係会社株式

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

④　買掛金、⑤　短期借入金、⑥　未払金、⑦　設備関係未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑧　長期借入金

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

⑨　デリバティブ取引

　「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 2,182 － － －

売掛金 15,458 － － －

合　計 17,640 － － －

 

（注３）長期借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

短期借入金 6,200 － － － －

未払金 1,640 － － － －

長期借入金 12,000 9,000 7,000 － 13,000

合　計 19,840 9,000 7,000 － 13,000

 

EDINET提出書類

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ(E01327)

有価証券報告書

53/78



（有価証券関係）

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

その他有価証券

区分 種類
貸借対照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 186 95 91

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 － － －

合　計  186 95 91

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

その他有価証券

区分 種類
貸借対照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 234 95 138

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 － － －

合　計  234 95 138
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（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

該当事項はありません。

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　通貨関連

(単位：百万円）

区分
デリバティブ
取引の種類等

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価
(注１)

評価損益

市場取引以外の取引

為替予約取引
売建　米ドル(注２)

1,466 － △44 △44

為替予約取引
買建　米ドル(注２)

(1,466) － 44 44

合計 － － － －

(注１)　時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

(注２)　外貨建売掛金に対して為替予約取引を実施後に当該売掛金を流動化したことにより生じたものであります。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　(1) 通貨関連

（単位：百万円）
 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
売建　米ドル

売掛金 371 － (注)

(注)　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

 

　(2)金利関連

（単位：百万円）
 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

原則的処理方法
金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 13,000 13,000 (145)

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　(1) 通貨関連

（単位：百万円）
 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
売建　米ドル

売掛金 6,155 － (注)

(注)　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

 

　(2) 金利関連

（単位：百万円）
 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

原則的処理方法
金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 13,000 7,000 (55)

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

　(3) 金利通貨関連

（単位：百万円）
 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

金利通貨スワップの
一体処理

（特例処理・振当処理）

金利通貨スワップ取引
支払固定・受取変動
支払　米ドル
受取　円

長期借入金 6,000 6,000 （注）

(注)　金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しておりま

す。

 

２　確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
 

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

退職給付債務の期首残高 4,206 4,638

勤務費用 239 290

利息費用 39 11

数理計算上の差異の発生額 300 △28

退職給付の支払額 △146 △277

退職給付債務の期末残高 4,638 4,635

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
 

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

年金資産の期首残高 3,134 3,168

期待運用収益 43 63

数理計算上の差異の発生額 △84 32

事業主からの拠出額 149 151

退職給付の支払額 △75 △129

年金資産の期末残高 3,168 3,285

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（百万円）
 

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,392 2,380

年金資産 △3,168 △3,285

 △775 △905

非積立型制度の退職給付債務 2,246 2,255

未積立退職給付債務 1,470 1,349

未認識数理計算上の差異 △501 △380

未認識過去勤務費用 △109 △97

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 859 870

退職給付引当金 1,768 1,825

前払年金費用 △909 △954

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 859 870
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）
 

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

勤務費用 239 290

利息費用 39 11

期待運用収益 △43 △63

数理計算上の差異の費用処理額 37 60

過去勤務費用の費用処理額 12 12

確定給付制度に係る退職給付費用 284 311

 

(5）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

債券 36.1% 34.0%

株式 26.9% 30.4%

一般勘定 32.0% 31.5%

その他 5.0% 4.1%

合計 100.0% 100.0%

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

割引率 0.84%～1.02% 0.25%～0.26%

長期期待運用収益率 1.4% 2.0%

予想昇給率 2.4% 2.4%

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、第19期(自2015年４月１日 至2016年３月31日)53百万円、第20期(自2016年４

月１日 至2017年３月31日)54百万円であります。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

（流動資産）   

繰延税金資産   

賞与引当金 112百万円 113百万円

事業再構築引当金 110百万円 －百万円

未払社会保険料 16百万円 17百万円

事業税 2百万円 16百万円

たな卸資産評価損 340百万円 248百万円

その他 301百万円 150百万円

繰延税金資産の合計 884百万円 546百万円

（固定資産）   

繰延税金資産   

ゴルフ会員権 30百万円 31百万円

退職給付引当金 540百万円 558百万円

繰延ヘッジ損益 44百万円 15百万円

減価償却費 331百万円 257百万円

資産除去債務 406百万円 414百万円

減損損失 2,502百万円 1,443百万円

繰越欠損金 1,184百万円 2,140百万円

その他 40百万円 216百万円

繰延税金資産小計 5,081百万円 5,077百万円

評価性引当額 △1,261百万円 △1,284百万円

繰延税金資産の合計 3,819百万円 3,793百万円

繰延税金負債   

有形固定資産（資産除去債務） 201百万円 190百万円

前払年金費用 278百万円 291百万円

その他有価証券評価差額金 28百万円 42百万円

固定資産圧縮積立金 285百万円 257百万円

繰延税金負債の合計 793百万円 782百万円

繰延税金資産の純額 3,025百万円 3,010百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

法定実効税率 33.0％

 

△5.9％

△2.2％

△0.1％

△0.3％

30.8％

 

2.5％

－％

1.1％

1.4％

（調整）

評価性引当額の増減

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

住民税等均等割額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.5％ 35.8％
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（資産除去債務関係）

第19期（2016年３月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1）当該資産除去債務の概要

　当社が不動産賃貸借契約を締結している賃借地に係る原状回復義務等であります。

 

(2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得より７年から31年、割引率は0.4％から2.2％を採用して

おります。

 

(3）当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,300百万円

時の経過による調整額 27百万円

期末残高 1,327百万円

 

第20期（2017年３月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1）当該資産除去債務の概要

　当社が不動産賃貸借契約を締結している賃借地に係る原状回復義務等であります。

 

(2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得より７年から31年、割引率は0.4％から2.2％を採用して

おります。

 

(3）当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,327百万円

時の経過による調整額 28百万円

期末残高 1,356百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の意思決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「チタン」、「ポリシリコ

ン」及び「高機能材料」の３つを報告セグメントとしております。

　各セグメントごとの主要製品は次のとおりであります。

 

セグメント 主要製品

チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、四塩化チタン、四塩化チタン水溶液

ポリシリコン事業 ポリシリコン

高機能材料事業 高純度チタン、ＳｉＯ、ＴＩＬＯＰ（タイロップ）、粉末チタン

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失ベースの数値であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額 合計
 チタン事業

ポリシリコン
事業

高機能材料事業

売上高      

外部顧客への売上高 27,918 10,838 2,391 － 41,149

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 27,918 10,838 2,391 － 41,149

セグメント利益又は損失(△) 1,237 △3,296 416 － △1,643

セグメント資産 57,568 26,098 3,203 2,036 88,905

その他の項目      

減価償却費 2,376 3,106 54 － 5,536

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,909 84 23 139 2,157

（注１）　調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント資産の調整額は報告セグメントに帰属しない全社資産であります。

（2）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、共通部門に係る設備への設備投資額であります。

（注２）　セグメント利益又は損失の合計額と損益計算書上の営業損失とに差異は生じておりません。

 

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額 合計
 チタン事業

ポリシリコン
事業

高機能材料事業

売上高      

外部顧客への売上高 25,038 11,758 2,383 － 39,180

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 25,038 11,758 2,383 － 39,180

セグメント利益又は損失(△) 2,039 △715 726 － 2,050

セグメント資産 58,307 29,238 3,538 2,182 93,265

その他の項目      

減価償却費 2,432 1,846 52 － 4,332

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,326 213 9 224 1,774

（注１）　調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント資産の調整額は報告セグメントに帰属しない全社資産であります。

（2）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、共通部門に係る設備への設備投資額であります。

（注２）　セグメント利益又は損失の合計額と損益計算書上の営業利益とに差異は生じておりません。
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【関連情報】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 米国 その他 合計

20,879 13,359 6,910 41,149

（注）売上高は仕向地を基礎として、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

住友商事㈱ 18,212
チタン事業、ポリシリコン事業
及び高機能材料事業

㈱ＳＵＭＣＯ 6,267 ポリシリコン事業

神鋼商事㈱ 5,875 チタン事業、高機能材料事業

丸紅㈱ 4,163
チタン事業、ポリシリコン事業
及び高機能材料事業

 

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 米国 その他 合計

20,549 13,892 4,738 39,180

（注）売上高は仕向地を基礎として、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

住友商事㈱ 17,616
チタン事業、ポリシリコン事業
及び高機能材料事業

㈱ＳＵＭＣＯ 9,947 ポリシリコン事業

神鋼商事㈱ 4,171 チタン事業、高機能材料事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　「ポリシリコン事業」セグメントにおいて9,510百万円減損損失を計上しております。

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

第19期（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

新日鐵住金㈱
東京都
千代田区

419,524
鉄鋼等の製
造及び販売

(被所有)
直接23.9

当社の金
属チタン
等の販売

金属チタン
等の販売

717 売掛金 289

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）金属チタン等の販売については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっ

ております。

(2）消費税等については、取引金額には含まれておりませんが期末残高には含まれております。

 

 

第20期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

新日鐵住金㈱
東京都
千代田区

419,524
鉄鋼等の製
造及び販売

(被所有)
直接23.9

当社の金
属チタン
等の販売

金属チタン
等の販売

734 売掛金 352

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）金属チタン等の販売については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっ

ております。

(2）消費税等については、取引金額には含まれておりませんが期末残高には含まれております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益金額又は、１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 

項目
第19期

（2016年３月31日）
第20期

（2017年３月31日）

(1）１株当たり純資産額 919円13銭 937円46銭

 

項目
第19期

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

第20期
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

(2）１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）
△240円25銭 15円76銭

 　１株当たり当期純損失金額の算定

上の基礎

　１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎

 損益計算書上の当期純損失 損益計算書上の当期純利益

 △8,840百万円 579百万円

 普通株式に係る当期純損失 普通株式に係る当期純利益

 △8,840百万円 579百万円

 　普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

　普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数

 36,798,756株 36,798,756株

（注１）　第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失であり、また、新株

予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。

（注２）　第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累計
額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 20,981 115 505 20,591 8,940 655 11,650

構築物 1,692 71 20 1,744 1,307 62 437

機械及び装置 93,123 1,630 1,566 93,187 75,714 3,328 17,472

車両運搬具 36 1 0 37 34 2 3

工具、器具及び備品 1,207 66 63 1,210 1,088 60 122

土地 14,823 － － 14,823 － － 14,823

建設仮勘定 624 1,774 1,997 400 － － 400

有形固定資産計 132,489 3,659 4,153 131,995 87,085 4,109 44,910

無形固定資産        

ソフトウェア 1,522 47 8 1,561 1,256 195 304

電気供給施設利用権 522 － － 522 291 27 230

水道施設利用権 22 － － 22 9 1 12

電話加入権 2 － － 2 － － 2

ソフトウェア仮勘定 1 67 47 21 － － 21

無形固定資産計 2,070 114 55 2,129 1,558 224 570

長期前払費用 9 251 86 174 6 1 168

（注）１　当期増加額の主なものは、下記のとおりであります。

 

機械及び装置・・・・・・・チタン製造設備　　　　　　 1,433百万円

建設仮勘定・・・・・・・・チタン製造設備　　　　　　 1,326百万円

 

２　当期に除却した主なものは、下記のとおりであります。

 

機械及び装置・・・・・・・チタン製造設備　　　　　　 1,034百万円
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,000 6,200 0.27 －

１年以内に返済予定の長期借入金 18,790 12,000 0.39 －

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。）
21,000 29,000 0.53

2018年12月30日～

2021年12月30日

その他有利子負債

未払金
－ 1,640 0.32 －

合計 44,790 48,840 － －

（注）１　平均利率を算出する際の利率及び残高は、期末残高によっております。

２　長期借入金の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 9,000 7,000 － 13,000

３　当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、㈱三井住友銀行及び三井住友信託銀行㈱を主幹事とする財務

制限条項付特定融資枠契約（シンジケート・ローン）を締結しております。その内容は注記事項（貸借対照

表関係）に記載のとおりであります。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 3 3 － 3 3

賞与引当金 363 367 363 － 367

事業再構築引当金 360 － 360 － －

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

1,327 28 － 1,356
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

当座預金 381

普通預金 677

別段預金 0

定期預金 1,122

小計 2,181

合計 2,182

 

ｂ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

住友商事㈱ 7,366

㈱ＳＵＭＣＯ 6,525

新日鐵住金㈱ 352

昭和電工セラミックス㈱ 266

大同興業㈱ 132

その他 815

合計 15,458

 

(ロ）売掛金滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ）

 

 
(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365
 

10,701 42,315 37,558 15,458 70.8 112.8

（注）　当期発生高には、消費税等が含まれております。
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ｃ　商品及び製品

区分 金額(百万円)

製品  

チタン部門 11,791

ポリシリコン部門 3,038

高機能材料部門 337

合計 15,168

 

ｄ　仕掛品

区分 金額(百万円)

チタン部門 1,691

ポリシリコン部門 2,448

高機能材料部門 79

合計 4,219

 

ｅ　原材料及び貯蔵品

区分 金額(百万円)

原材料  

チタン部門 3,002

ポリシリコン部門 639

高機能材料部門 3

小計 3,645

貯蔵品  

補修用材料 1,515

製造消耗品 429

小計 1,944

合計 5,590
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②　負債の部

ａ　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

協和築炉工業㈱ 45

㈱田村鐵工所 44

光機械工業㈱ 43

川瀬産業㈱ 41

林純薬工業㈱ 33

その他 140

合計 348

 

(ロ）期日別内訳

期日 金額(百万円)

2017年４月満期 74

〃 　５月 〃 104

〃 　６月 〃 85

〃 　７月 〃 85

合計 348

 

ｂ　買掛金

相手先 金額(百万円)

関西電力㈱ 773

鴻池運輸㈱ 555

日鉄住金物産㈱ 197

近畿エア・ウォーター㈱ 150

大阪ガス㈱ 150

その他 2,054

合計 3,882
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ｃ　設備関係支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱一技研工業 16

阪神佐藤興産㈱ 15

㈱北海 14

㈱大和機設工業所 6

㈱田村鐵工所 5

その他 7

合計 65

 

(ロ）期日別内訳

期日 金額(百万円)

2017年４月満期 43

〃 　５月 〃 9

〃 　６月 〃 6

〃 　７月 〃 5

合計 65
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

第１四半期
累計期間

自2016年４月１日
至2016年６月30日

第２四半期
累計期間

自2016年４月１日
至2016年９月30日

第３四半期
累計期間

自2016年４月１日
至2016年12月31日

第20期
事業年度

自2016年４月１日
至2017年３月31日

売上高 (百万円) 8,517 17,964 28,005 39,180

税引前
当期純利益又は税引前
四半期純損失(△)

(百万円) △1,029 △1,418 △391 903

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △706 △983 △274 579

1株当たり当期純利益
金額又は1株当たり四
半期純損失金額(△)

(円) △19.20 △26.73 △7.45 15.76

 

 

第１四半期
会計期間

自2016年４月１日
至2016年６月30日

第２四半期
会計期間

自2016年７月１日
至2016年９月30日

第３四半期
会計期間

自2016年10月１日
至2016年12月31日

第４四半期
会計期間

自2017年１月１日
至2017年３月31日

1株当たり
四半期純利益金額又は
1株当たり四半期純損
失金額(△)

（円） △19.20 △7.53 19.28 23.20
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取・買増  

取扱場所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　（特別口座）

株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事

故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。な

お、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

であります。（ホームページアドレス　http://www.osaka-ti.co.jp/）

株主に対する特典 なし

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することはできない。

一　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

二　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

三　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

四　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1） 有価証券報告書及びそ
の添付書類、有価証券
報告書の確認書

事業年度
(第19期)

自　2015年４月１日
至　2016年３月31日

 2016年６月27日
関東財務局長に提出。

      

(2） 内部統制報告書 事業年度
(第19期)

自　2015年４月１日
至　2016年３月31日

 2016年６月27日
関東財務局長に提出。

      

(3） 四半期報告書、四半期
報告書の確認書

事業年度
(第20期第１四半期)

自　2016年４月１日
至　2016年６月30日

 2016年８月９日
関東財務局長に提出。

      

  事業年度
(第20期第２四半期)

自　2016年７月１日
至　2016年９月30日

 2016年11月14日
関東財務局長に提出。

      

  事業年度
(第20期第３四半期)

自　2016年10月１日
至　2016年12月31日

 2017年２月10日
関東財務局長に提出。

      

(4） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号
の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ
く臨時報告書

 2016年６月28日
関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2017年６月16日
 

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ
 

 取　締　役　会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増　村　正　之　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　本　健一郎　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大阪チタニウムテクノロジーズの2016年４月１日から2017年３月31日までの第20期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

大阪チタニウムテクノロジーズの2017年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社大阪チタニウムテク

ノロジーズの2017年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社大阪チタニウムテクノロジーズが2017年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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